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自然災害と産業構造変化：

東日本大震災における

被災地域の産業別労働シェア

川 畑 康 治 a

自然災害が人々の厚生に大きな影響を及ぼすことは既に多くの研究で示されてい

るが，自然災害が被災地域の産業構造にどのような影響を及ぼすのかという点は明

らかではない。本研究では，国勢調査の市町村別データを用いて，2011年に生じた

東日本大震災が被災地域の産業構造，特に産業別労働シェアに及ぼした影響を分析

した。近年の少子高齢化を考慮し人口動態指標をコントロールしたパネルデータ分

析の結果，同震災は被災地の産業構造に多大な影響を及ぼしたことが明示された。

特に製造業や卸売・小売業，水産業の労働シェアを低下させた一方，建設業とその

関連産業の労働シェアを増加させた。これらの結果は，一般的に自然災害は多くの

産業の労働シェアにマイナスの影響を及ぼすものの，災害復旧に関連するインフラ

再建に関わる産業では雇用にプラスの影響を及ぼすことを示唆している。

キーワード 自然災害，産業構造変化，東日本大震災，産業別労働シェア，

災害復興事業

1 は じ め に

自然災害は被災地に物理的・人的被害をもたらすだけでなく，経済的影響を及ぼす。2011

年に日本を襲った東日本大震災も，被災地の経済に多大な影響を及ぼした。経済的影響の中

でも産業構造への影響は，各産業の生産過程を通じた地域経済全般，さらには各産業の雇用

を通じて個人や家計の厚生等，少なくない影響を及ぼすことが明白である。したがって，自

然災害が産業構造に及ぼす影響を理解することは重要である。本研究では，東日本大震災と

その後の復興過程が被災地の産業構造に及ぼす影響を，自然災害と労働市場の観点から産業

別に検討する。

自然災害が経済に及ぼす影響を分析する研究は増加傾向にある。多くの研究はハリケーン

や洪水，地震などの自然災害に焦点を当て，被災地の経済成長や貧困，家計の厚生への影響
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を分析している
1）

。一方，自然災害が産業構造に及ぼす影響については，ほとんど研究されて

いない。例外として，Belasen and Polachek（2008）や Kirchberger（2017）等はこの研究課

題を部分的に分析している
2）

。Belasen and Polachek（2008）は，米国の郡レベルのデータを

用いて様々なハリケーンの影響を分析し，建設業と製造業の雇用に対するハリケーンの影響

は統計的に有意でないことを明示した。また Kirchberger（2017）は，2006年 5 月にインド

ネシアのジョグジャカルタで発生した大地震の労働市場への影響をインドネシアの家計調査

データを用いて分析し，地震の影響により地域人口のうち農業従事者の割合が減少し，建設

業従事者の割合が増加したことを明示した。さらに ILO（2015）は，東日本大震災後の産業

別地域雇用の変化を定性的に分析している。ILO（2015）は，2012年時点で，震災が被災地

の全産業，特に水産業や製造業の雇用にマイナスの影響を与えたこと，津波によるインフラ

や建物の被害が地域雇用に深刻な悪影響を及ぼしたことを報告している。

このように自然災害と産業構造との関係を論じた研究はほぼ皆無であり，研究事例を蓄積

することは意義あるものと思われる。そこで本研究では，震災前後の産業構造変化を産業別

労働シェアの観点から考察する。近年の日本は少子高齢化に直面してきたため，本研究では

人口動態変化による労働市場への影響を取り除き，震災の影響を正確に推計する。本研究で

は，日本の2010年と2015年の国勢調査データを用いて，震災前後の比較分析を行った。さら

に自然災害の経済的影響を探る研究では，国レベルのマクロデータや個人に焦点を当てたミ

クロデータが多いが，本研究では被災地での影響を検討する観点から，市町村レベルのセミ

マクロデータを使用した。

本研究の貢献は，自然災害による被災地の産業構造，特に産業別労働シェアの変化を定量

的に分析したことである。自然災害による産業構造の変化を把握することは，災害後の政策

立案や防災政策立案の観点からも極めて重要である。

残りの節は以下の通りである。第 2節では分析の枠組みについて，第 3節では方法論と

データについて，第 4節では推計結果について，第 5節では結論について述べている。

2 分析の枠組み

震災による産業構造への影響を分析するため，本節では研究背景と分析の枠組みを示す。

2011年 3 月11日に発生したマグニチュード（Mw）9.1の東北地方太平洋沖地震は，海底巨大

地震であったため巨大な津波を引き起こし，震災関連死を含む死者・行方不明者は 2万人を

超え，地域経済を支えるインフラにも多大な影響を及ぼした。一方，日本は震災当時を含め

過去数十年にわたり少子高齢化問題に直面しており，こうした人口動態の変化は地域経済の

産業構造に影響を及ぼす可能性がある。したがって，震災による産業構造への影響を正確に

推計するためには，人口動態の変化をコントロールする必要がある。
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自然災害の経済的影響を探る研究では，国レベルのマクロ分析と個人・家計に焦点を当て

たミクロ分析が多いが，本研究では自治体レベルのセミマクロ分析を適用し，震災が地域経

済に与えた影響を検証している。震災前後の産業構造の変化を比較するために，本研究では

震災の約半年前である2010年10月と 4年半後である2015年10月に実施した 2回の国勢調査の

データを用いている
3）

。したがって2015年時点の震災による雇用への影響は，地震と津波によ

る人的・物的被害だけでなく，破壊からの回復過程も反映している。

災害が産業構造，特に産業別雇用に及ぼす影響については， 3つの経路が考えられる。第

1は，死傷者の発生による労働供給量の減少である。第 2は，物的資本の破壊による労働需

要の変化である。この変化は，各産業の生産過程における資本と労働の代替性・相補性に依

存する。しかし，復興期には物的資本が増加するため，労働が資本を補完すれば雇用は増加

することが予想される。第 3は，人的・物的被害による財・サービス需要を通じての労働需

要の変化である。本研究では人口動態の変化をコントロールするため，結果的に第 2，第 3

のチャネルに注目することになる。

各自治体の被災度を測る指標として，「死者・行方不明者数」「浸水面積」「（建物・家屋の）

全壊軒数」の 3つを使用した。地震災害を分析する多くの研究では，死傷者数，建物被害額

を災害指標としているが，東日本大震災では津波による被害が大きかったため，浸水面積を

追加している。これらの値を災害指標とすることで，単なる被災地と非被災地の区分ではな

く，各地域における震災の度合いによる影響をより明示的に推定することが可能になる。

自然災害などの外部からのショックが経済に及ぼす影響を分析する研究では，Difference-

in-differences（DD分析）の手法がよく用いられる
4）

。この手法は，災害前後で被災地と非被

災地のショックを比較することで，外的ショックの影響を推定する方法である
5）

。しかし，通

常の DD分析では，災害の深刻さが被災地に及ぼす影響の程度を推定することは困難であ

る。そこで本研究では，DD分析の拡張版として，パネルデータを用いた固定効果モデルを

適用する。

3 推定モデルとデータ

3．1 推定モデル

本研究では，DD分析の拡張版として固定効果パネル推定を適用している。この手法によ

り，従来の研究に比べ震災による被害をより定量的に表現することが可能となる。また産業

構造に及ぼす震災の影響が非線形である可能性を考慮し，災害指標を 2次形式で表現してい

る。さらに指標間の多重共線性を避けるため，各災害指標を個別の回帰式で用いる。モデル

式は以下の通りである。

Lj,it=â0 j+â1 jDg,it+â2 jD2
g, it+Xãj+a1 ji+a2 jt+uj,it
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自治体 iおよび年 tに対して，ここで各変数は次の通りである。

Lj,it 自治体 iにおける年 tの産業 jの労働シェア

Dg,it 年 tにおける自治体 iの災害指標 g（死者・行方不明者数，浸水面積，全壊建物・

家屋軒数）

X 人口動態指標

a1 ji 自治体 iの固定効果

a2 jt 年 tにおける時間効果

uj,it 誤差項

産業分類については，日本標準産業分類を使用している。また人口動態指標には，年少人

口比（15歳未満人口比率），老年人口比（65歳以上人口比率），男女比，昼夜人口比率，15歳

以上就業者数（対数）を含んでいる。

3．2 データ

震災の産業別雇用への影響を調べるため，本研究では総務省統計局『国勢調査』の2010年

版と2015年版を利用した。このデータベースは， 5年ごとに実施される全数調査に基づいて

おり，市町村レベルの人口動態や労働データが収録されている
6）

。また本研究では，消防庁災

害対策本部『平成23年東北地方太平洋沖地震について（第160報）』および国土地理院『浸水

範囲の面積（概略値）第 5報』によるデータを使用した。これらの資料から，前者では震災

による死者・行方不明者数
7）

および全壊家屋数，後者では津波による浸水面積をそれぞれ災害

指標として使用した。データ構造は，2015年時点で日本に存在する全1,741市町村の 2年間

（2010年，2015年）のパネルデータである
8）

。分析に用いた各変数の定義を表 1に示す。

表 1 変数

変数 定義

震災指標

死者・行方不明者数 死者・行方不明者数（震災関連死を含む）

浸水面積 津波による浸水面積（km2）

全壊軒数 完全倒壊した建物・家屋の数

人口動態指標

年少人口比 15歳未満人口比率（％）

老年人口比 65歳以上人口比率（％）

男女比 女性100人に対する男性人数

昼夜人口比 夜間人口に対する昼間人口（×100）

就業者数 15歳以上就業者数
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表 2は，各変数の基本統計量である。表では各市町村を浸水地域と非浸水地域に分類し，

各変数の平均値を各年について示している。浸水地域は，東日本大震災の被害の多くが津波

表 2a 基本統計量 1：産業別労働シェア平均値 （％）

浸水地域 非浸水地域

2010 2015 2010 2015

産業 3分類

第 1次産業 9.62 8.62 11.63 11.21

第 2 次産業 28.38 29.76 26.25 25.68

第 3 次産業 61.99 61.62 62.10 63.11

産業大分類

農業 6.53 6.09 9.73 9.41

漁業 2.57 2.13 1.56 1.49

鉱業，採石業，砂利採取業 0.08 0.12 0.11 0.11

建設業 10.61 13.58 8.77 8.52

製造業 17.08 15.49 16.71 16.46

電気・ガス・熱供給・水道業 1.28 1.12 0.51 0.52

情報通信業 0.98 1.03 1.19 1.22

運輸業，郵便業 5.61 5.45 4.80 4.51

卸売業，小売業 14.83 13.63 14.07 13.23

金融業，保険業 1.59 1.46 1.69 1.57

不動産業，物品賃貸業 0.95 1.13 1.02 1.12

学術研究，専門・技術サービス業 2.21 2.47 2.09 2.13

宿泊業，飲食サービス業 5.30 5.12 5.87 5.77

生活関連サービス業，娯楽業 3.62 3.23 3.56 3.42

教育，学習支援業 3.66 3.55 4.13 4.15

医療，福祉 9.50 10.39 10.80 12.46

複合サービス事業 1.08 1.29 1.28 1.54

サービス業（他に分類されないもの） 5.89 6.25 5.02 5.35

公務（他に分類されるものを除く） 4.10 4.38 4.36 4.55

注：表中の数字は，浸水地域と非浸水地域にそれぞれ分類された各自治体の数値の平均値。

表 2b 基本統計量 2：人口動態指標平均値

浸水地域 非浸水地域

単位 2010 2015 2010 2015

年少人口比 ％ 12.9 11.3 12.6 11.9

生産年齢人口比 ％ 60.9 58.6 59.4 56.1

老年人口比 ％ 26.1 30.1 27.9 31.9

男女比 95.0 108.8 93.9 94.2

昼夜人口比 94.8 99.3 97.2 105.3

就業者数 31,026 32,709 34,356 33,981

注：表中の数字は，浸水地域と非浸水地域にそれぞれ分類された各自治体の数値の平均値。

自然災害と産業構造変化：東日本大震災における被災地域の産業別労働シェア 29



によるものであったため，被災地域とほぼ同義とみなすことができる
9）

。表 2aは，各自治体

における産業別労働シェアの平均値を示したものである。この表から，日本の自治体では，

製造業，卸売・小売業，医療，建設業，農業の労働シェアが概して高いことがわかる。被災

地と非被災地を比較すると，第 2次産業，特に建設業の労働シェアが非被災地では低下し，

被災地では上昇していることが注目される。これは，震災後，被災地での建設業の雇用吸収

が生じたことを示唆している。表 2bでは人口動態指標を示しているが，年少人口比率が減

少している一方，老年人口比率は増加しており，いずれの地域でも少子高齢化が進行してい

ることがわかる。またこの表で注目すべきは，非被災地での就業者数が減少し，被災地での

就業者数が増加している点である。これは，震災復興のための労働需要が，被災地で増加し

ていることを示唆している。また表 2cは災害指標について，被災地の震災の度合いを非被

災地との比較で示したものである。この数値は被災した自治体の平均値として，震災程度を

示すひとつの目安となり得る。

4 結 果 と 考 察

表 3は，先述のモデル式を用いた推定結果において，震災の指標が変化したときの産業別

労働シェアの変化をまとめたものである
10）

。例えば「死者・行方不明者数」列の第 1次産業は

�0.245を示しており，これは，ある自治体で震災による死者・行方不明者が100人であった

場合，第 1次産業の労働シェアが平均で0.245％減少したことを意味している。同様に「浸

水面積」列ではある自治体での浸水面積が 10km2 であった場合，また「全壊軒数」列では

全壊軒数が1,000軒であった場合の各産業労働シェアの平均的変化を示している。ここで災

害指標の変化数値（ÄD）は，被災自治体の平均値に近い数値を採用している（表 2cを参

照）。

産業 3分類では，各災害指標による産業別労働シェアの変化は，第 1次産業と第 3次産業

では負で有意，第 2次産業では正で有意であった。第 1次産業と第 3次産業の変化はほぼ等

しく，両産業の労働シェア減少分が第 2次産業の増加分となっている。産業大分類では，各

災害指標による産業別労働シェアの変化は，漁業，製造業，卸売・小売業，生活関連サービ

表 2c 基本統計量 3：震災指標平均値

単位 浸水地域 非浸水地域

死者・行方不明者数 358.5 0.3

浸水面積 km2 9.1 0.0

全壊軒数 1,866 4.9

注：表中の数字は，浸水地域と非浸水地域にそれぞれ分類された各自治体の数値

の平均値。
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ス・娯楽業，医療・福祉で負に有意であった。逆に，鉱業・採石業，建設業，不動産・物品

賃貸業，学術研究・専門技術サービス業では正に有意であった。また電気・ガス・熱供給・

水道業，情報通信業，宿泊・飲食サービス業，教育・学習支援業等では統計的に有意ではな

く，さらに農業，運輸・郵便業，金融・保険業，公務は指標によって異なる有意性を示して

いる。災害指標については，いくつかの産業で統計的な有意性の違いがあるものの，産業ご

との符号はすべて同じものを示している。

これらの結果から，震災による産業 3分類の労働シェア変化について以下の点が明らかで

ある。まず東日本大震災は第 1次産業と第 3次産業の労働シェアに同程度の減少幅をもたら

した。ただし第 1次産業は第 3次産業の労働シェアに比べ 1/6 程度であることから，震災

表 3 産業別就業者比率変化

死者・行方不明者数 浸水面積 全壊軒数

ÄD=100 ÄD=10 ÄD=1,000

産業 3分類

第 1次産業 �0.245*** �0.966*** �0.422***
第 2 次産業 0.489*** 1.820*** 0.780***

第 3 次産業 �0.245*** �0.867** �0.360**

産業大分類

農業 �0.057 �0.350** �0.086
漁業 �0.170*** �0.492** �0.309***
鉱業，採石業，砂利採取業 0.014*** 0.046*** 0.024**

建設業 0.824*** 3.090*** 1.490***

製造業 �0.374*** �1.370*** �0.793***
電気・ガス・熱供給・水道業 0.025 0.077 0.044

情報通信業 �0.001 �0.016 �0.003
運輸業，郵便業 �0.017 �0.056 �0.046**
卸売業，小売業 �0.200*** �0.551*** �0.341***
金融業，保険業 �0.025*** �0.045 �0.039***
不動産業，物品賃貸業 0.017*** 0.098*** 0.039***

学術研究，専門・技術サービス業 0.069*** 0.226*** 0.153***

宿泊業，飲食サービス業 �0.006 �0.045 �0.030
生活関連サービス業，娯楽業 �0.069*** �0.187*** �0.130***
教育，学習支援業 �0.010 �0.012 �0.022
医療，福祉 �0.129*** �0.544*** �0.213***
複合サービス事業 �0.008 �0.007 �0.020
サービス業（他に分類されないもの） 0.039 0.000 0.053

公務（他に分類されるものを除く） 0.046 0.166* 0.088*

注：有意性はクラスター構造に頑健な標準誤差を用いて算出している。

*** p＜0.01, ** p＜0.05, * p＜0.1
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による労働シェアへの影響が第 3次産業より深刻であった。この点は第 3次産業において，

電気・ガス・熱供給・水道業や情報通信業，宿泊・飲食サービス業等，多くの産業で震災に

よる労働シェアへの統計的に有意な影響が見られないことから，第 1次産業との対比がうか

がえる。一方，第 2次産業の労働シェアについては，東日本大震災はプラスの影響を及ぼし

た。これは製造業ではマイナスの影響を被ったものの，鉱業・採石・砂利採取業と建設業で

製造業の落ち込み幅の約 2倍の増え幅を示した結果である。

また震災による産業大分類での労働シェア変化については，その要因として以下の点が挙

げられる。まず労働シェアが減少した産業は，生産設備の損壊やサプライチェーンの寸断に

よる影響により2015年時点で震災前の生産水準に回復していない，あるいは被災地を経由し

ないサプライチェーンの再構築により，被災地での労働需要が減少したと考えられる。例え

ば漁業などの第 1次産業では漁船や港湾施設等の損壊，製造業や卸売・小売業では工場・倉

庫の損壊や移転，加えて仕入れ先からの調達が困難といった状況が継続している
11）

。一方，建

設業など労働シェアが増加した産業では，震災復興に関わるインフラ再整備による労働需要

の増加によるものと考えられる。これに関連して，コンクリート材料の生産に不可欠な鉱

業・砕石・砂利採取業や土地や重機などの物的資本を取引する不動産・賃貸業，建設測量や

建築設計を含む学術研究・専門技術サービス業も労働シェアを増加させており，震災復興に

関連する産業が一様にプラスの影響を受けたことを裏付けている。この結果は，インドネシ

アで地震災害が産業別労働に及ぼす影響を分析した Kirchberger（2017）の結果と一致して

おり，その事例では地震後に農業等の第 1次産業労働力が減少し，建設業労働力が増加する

ことを指摘している
12）

。また ILO（2015）が指摘する，震災が被災地の水産業や製造業の雇用

にマイナスの影響を与えたこと，浸水被害が地域雇用に深刻な悪影響を及ぼしたこととも一

致している。

また統計的に有意でなかった電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，宿泊・飲食サー

ビス業，教育・学習支援業等では，震災による労働シェアへの影響は大きくなかった，もし

くは影響はあったものの短期間で回復したという結果を示している
13）

。

5 ま と め

本研究では，自然災害が産業構造に及ぼす影響という観点から，東日本大震災後の産業別

労働シェアの変化を分析した。2010年および2015年版の国勢調査に基づく自治体パネルデー

タに対して，一般化された DD分析として固定効果モデルを用いて推定した。

少子高齢化を考慮して人口動態指標をコントロールした分析の結果，震災による産業別労

働シェアは大きく変化し，第 1次産業と第 3次産業で低下，第 2次産業で増加となることが

分かった。産業大分類では，水産業，製造業，小売・卸売業などの労働シェアが低下する一
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方，建設業とその関連産業において労働シェアが増加した。また宿泊・飲食サービス業や教

育・学習支援業等，大半のサービス業では，震災による労働シェアの変化は見られなかった。

この結果は，自然災害が地震後の復興に向けたインフラ整備と密接に関連する産業の雇用に

プラスの影響を及ぼすことを示唆している。またこの結果は，インドネシア・ジョグジャカ

ルタでの地震災害により農業等第 1次産業の労働力が減少し，建設業での労働力が増加した

ことを指摘した Kirchberger（2017）の結果と一致する。

本研究では，自然災害による産業構造変化に分析の焦点を絞ったため，それに伴う賃金や

労働時間の変化等，労働需給に関わる分析を行っていない。また『国勢調査』という 5年ご

との全数調査を分析データとして用いたため 2期間のみの分析となっており，自然災害によ

る長期的な影響が考察されていない。これらの点は，今後こうした分野の研究を進めていく

上で不可欠であり，今後の課題としたい。

注

1）各国の自然災害と経済成長に関する研究については，Skidmore and Toya（2002），Toya and

Skidmore（2007），Strobl（2011, 2012），Loayza et al.（2012），Felbermayr and Gröschl（2014），

Sawada and Takasaki（2017）等を参照のこと。自然災害と家計や個人の貧困や厚生，リスクに

関する研究については，Arouria et al.（2015），Gignoux and Menendez（2016），Gallagher and

Hartley（2017），Azreen（2018），Brown et al.（2018）等を参照のこと。

2）その他，産業構造に関連する労働市場と自然災害の関係については，Groen and Polivka（2008）

がハリケーンにより避難した人々の労働環境の変化について，またMueller and Quisumbing

（2011）がバングラデシュの洪水被害による賃金変化を考察している。

3）この間，東日本大震災を除き，特定非常災害に指定されたものはない。したがって本研究では，

この期間中に産業別雇用に影響を及ぼす事象がないものとして分析を進める。

4）Belasen and Polachek（2008, 2009）や Groen and Polivka（2008）は，自然災害と労働市場に

関する研究において，この手法や類似の手法を適用している。

5）DD分析の説明については，Angrist and Pischke（2009, Ch. 5）とWooldridge（2019, Ch. 13）を

参照のこと。著名な分析例としては，Card and Krueger（1994, 2000）等がある。

6）調査時期は実施年の10月 1 日で，調査対象は各自治体の住民である。

7）震災による死者は震災による直接死と関連死を含む。また震災による直接死者数および行方不

明者数は被災地で集計するが，関連死者数は災害による死亡を認定した自治体で計上される。し

たがって後者の場合，必ずしも被災地とは一致しないケースもあり得る（消防庁『災害報告取扱

要領における人的被害の把握に係る運用』pp. 1�2）。
8）調査対象の市区町村は，東京23区の特別区を除き，他の政令指定都市の区を含んでいない。

2010年から2015年にかけて合併した自治体については，2010年のデータを2015年時点の既存自治

体に従って調整した。

9）東日本大震災による死者のうち，津波による溺死が90％以上を占めている（内閣府 2011, p.

2）。
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10）表 3の値は，震災前に災害がなかった場合（D＝0）を基準として，各指標の変化による産業

別労働シェアの変化 ÄL=[â1+2â2D]ÄDとして算出したものである。

11）東日本大震災による各産業の被害状況については，玄田（2015，第 2章）を参照。またその他

の要因としては労働供給や最終財需要の減少が考え得るが，モデルで人口動態指標をコントロー

ルしているため少子高齢化による影響はほぼ排除されており，また震災前後で水産物等に対する

大幅な需要変動は考えにくい。ただし福島県産の各産物に関しては，福島第一原子力発電所事故

による影響を排除できない。

12）ただし Kirchberger（2017）の分析では製造業や卸売・小売業での労働シェア低下に関する言

及はなく，日本市場における特有の事象と思われる。

13）玄田（2015，第 2章）では休業・離職等，震災が労働者に悪影響を及ぼした産業として，電気・

ガス・熱供給・水道業および宿泊・飲食サービス業を挙げている。ただし玄田（2015）の議論は

2012年に実施された就業構造基本調査にもとづいているため，2015年実施の国勢調査に基づく本

研究の議論とは若干異なる。
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